
１　総括

 (1)人件費の状況（普通会計決算）

 (2)職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当は含まれていません。
      ２　職員数については、令和2年4月1日現在の人数です。また，任期付短時間勤務職員（再任
      　　用職員（短時間勤務））及び会計年度任用職員を含んでいません。
　　　３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含ま
　　　　　れていますが，会計年度任用職員の給与費は含まれていません。

 (3)ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

###

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員
　　　　　数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給
　　　　　月額を100として計算した指数です。　　　　

  ※　令和３年４月１日のラスパイレス指数が，１００を超えている理由及び改善の見込み

　　　　　千円

期末・勤勉手当　　　　　　Ａ 職員手当給　 料

千円

2年度 　　　　　　　　　　　％

14.1

人　 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％

1,569,694 10.9

元年度の人件費率

（参考）

　　　　　　Ｂ

実 質 収 支

Ｂ／Ａ

人 件 費 率区　　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

（R3年１月１日）

宇都宮市の給与・定員管理等について

人 件 費

521,104

人 千円千円2年度

区　　分 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

285,257,330 31,183,953

職員数

6,347

一人当たり

　　計　　Ｂ

　　　　　千円 千円

2,958 6,69611,614,365 3,323,355 19,806,4654,868,745

  ラスパイレス指数が１００を超えている理由としては，初任給基準が国を上回ること，学歴による給与較差を設けてい
ないこと等が挙げられます。
　今後も国との本質的な水準較差を見極めるとともに，類似都市の状況などの調査を行いながら，引き続き給与水準の適
正化に努めていきます。

（参考）中核市平均

一人当たり給与費給与費 B/A

千円

（R3.4.1)

101.6
(R3.4.1)

99.7 （R3.4.1)

98.8

(H30.4.1)

102.3
(H30.4.1)

100.2 (H30.4.1)

99.1

(H31.4.1)

102.3 (H31.4.1)

99.9 (H31.4.1)

98.9

(R2.4.1)

101.9
(R2.4.1)

99.9
(R2.4.1)

98.9 

90

95

100

105

110

宇都宮市 中核市平均 全国市平均

（例）
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(4)　給与制度の総合的見直しの実施状況について

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の
見直し等に取り組むとされています。

［　実施　　未実施　］
　実施内容（平均引下げ率，実施（実施予定）時期，経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合には，その理由））

　実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

   国基準６％に対し，本市においても６％を支給
 （支給割合の見直し無し（級地区分のみ変更：５級地から６級地））

 （参考）

 (5)　特記事項

　　③その他の見直し内容

宇都宮市国基準による支給割合

（内容）
　行政職の給料表について，国の見直し内容を踏まえ平均２％引下げ。人材確保の観点から初任給に係る若年層について
の号給は引下げを行わず，３級以上の級の高位号給については，５０歳台後半層における官民給与差を考慮し，最大４％
の引下げ。また，激変緩和のため，５年間（令和２年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。
　他の給料表については，行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

 （支給割合）

　平成２７年４月１日

3%

　　②地域手当の見直し

（給料表の改定実施時期）

平成２６年度

区分

　 単身赴任手当の見直しを実施（平成２７年４月１日実施）

6%

0%

　 ・ 基礎額　⇒　３０，０００円

支給割合
（４月１日
時点及び遡
及改定後）

　　①給料表の見直し

　　　区分

旧宇都宮市

旧上河内町

　・令和3年4月1日～令和4年3月31日までの間，市長・副市長・教育長の給料月額の10％，常勤監査委員の給料

宇都宮市の支給割合

6% 6%

平成２７年度以降

宇都宮市

旧河内町

宇都宮市

　 ・ 加算額（１００ｋｍ以上３００ｋｍ未満）　⇒　８，０００円（当該距離区分以外は国と同様）

 （平成２７年度当初からの内容：国と異なる点）

※ 平成２６年度まで国基準による支給割合については，市町合併前の地域ごとの区分としていましたが，
平成２７年度の見直しにより宇都宮市としての支給割合となりました。

支給割合

6%

 （内容）

　　月額の4%減額を行っております。
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1)職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和3年4月1日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しております。（平成30～令和2年の3ヵ年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

4,236,800

359,743

用務員

2.71

自家用乗用自動車運転者

328,603

395,872

232

2,201 －

334,433

1.69

-

-

-

1.45

2,395,100

-

5,379,566

5,432,683

3,186,100

-

1.72

参考

- -

6,132,226

うち学校給食員

うち自動車運転手

--

- -

-

50.3歳

-

2.0866.6歳 190,100

46.6歳

1.46

1.28

1.40

235,200

304,600

45.6歳

-354,943

参考

-

民間

242,700調理士

373,130

336,793

平均給与
月額
（円）
（B)

うち用務員

民間
（D）
（円）

公務員
（C）
（円）

区　　分

6,488,164

年収ベース（試算値）の比較

宇都宮市

うち清掃職員

3,154,900

中核市平均 381,275323,18520050.3歳

54.6歳

国 50.9歳

330,168

329,630

407,153

-

平均
年齢

A/B

-

国 43.0 325,827 －

平均給与月額

栃木県 42.7

41.9

（国比較ベース）

323,875

356,982

409,641

326,251

区　　分 平均給料
月額
（円）

55.2歳

55.0歳

宇都宮市 101

56.1歳

うち清掃職員 389,435

C/D

342,625

342,843

324,300

4

310,971 339,730

305,78636

うち自動車運転手

53.1歳

うち学校給食員

うち用務員

18

753.3歳

栃木県

-

平均
年齢

廃棄物処理業従業員

310,959

286,947

363,935中核市平均 41.9

365,320

318,557

405,162

356,409

平均給与
月額
（円）
（A）

対応する民間の
類似職種

353,684

平均給与
月額（円）
（国比較
ベース）

公務員

職員数

平均給与月額

宇都宮市

-

314,065

区　　分

407,161

平均給料月額平 均 年 齢
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　　　　③消防職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、令和3年4月1日現在における職種ごとの職員の基本給の平均です。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当など　 
　　　　　のすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているもの
　　　　　です。

      ３　「平均給与月額（国 比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を

　　　　　除いたもの）で算出しています。

 (2) 職員の初任給の状況（令和3年4月1日現在）

円 円 －

円 － －

（注）１　
     　　
　　　２
　　　３

　　　４

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和3年4月1日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

（注）１　
　　　２

　　　　－

350,826

一般職

円

経験年数25年区　　　　分

150,600

182,200円

されるため、給与体系は異なります。

円

一般行政職は行政職給料表、技能労務職は技能労務職給料表、消防職は消防職給料表が適用

建築などの設計・監理業務に従事する技術職員です。

146,100

技能労務職とは、自動車運転手・清掃作業員・道路補修作業員・給食調理員などです。

高　校　卒

455,635

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

（国比較ベース）

宇都宮市 栃木県

円

一般行政職とは、各種窓口業務や政策・行政経営などの内部事務に従事する事務職員、土木・

中　学　卒

一般行政職 Ⅰ類(A) 円

平均給与月額

国

　　　　－ 　　　　－

139,900

38.5

区　　　　　分

160,100

389,949

401,602

　　　　　－

344,339

　　　　－

大　学　卒 188,700188,700

41.1

消防職

技能労務職については、平成10年度以降採用しておりません。

154,900

国

技能労務職

　　　　　－ 　　　　－ 　　　　－

304,956

宇都宮市

栃木県

区　　分

-　　　

230,122

419,526

375,356

335,050

高　校　卒 183,700

技能労務職の経験年数10年，20年及び25年は、該当する職員がいませんでした。
経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合採用時からの年数をいいます。

393,585大　学　卒

技能労務職

258,225

一般行政職

398,187365,600

343,450高　校　卒

-　　　

高　校　卒 335,125

261,013

-　　　高　校　卒

経験年数10年 経験年数20年 経験年数30年

310,471

369,403

中核市平均

消防職

円
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
 (1)一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和3年4月1日現在）

（注）１　宇都宮市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

　　　　　　　　　円　　　　　　　　％

231,500

　　　　　　　　　円

最高号給の
給料月額

　　　　　　　　　円

410,200319,200

１号給の
給料月額

　　　　　　　　　円

381,000

　　　　　　　　　円

362,900

393,000

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

14.7

　　　　　　　　　円

　　　　　　　　％ 　　　　　　　　　円

19.3

　　　　　　　　　円

408,100

458,400

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

146,100

　　　　　　　　　円

　　　　　　　　％

14.0

　　　　　　　　　円

　　　　　　　　％ 　　　　　　　　　円

３　　級

９　　級

304,200

14.6

　　　　　　　　　円

130
主幹

7.5

264,200

289,700

274

構成比

５　　級
　　　　　　　　％

主任
399

286

20.4

　　　　　　　　人

８　　級

副主幹，主査

４　　級

副主査
　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

６　　級
378

288

　　　　　　　　人

主任主事，主任技師

標準的な職務内容

主事，技師
147

７　　級

区　　分 職員数

２　　級

１　　級

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％ 　　　　　　　　　円

247,600

350,000

468,600

195,500

　　　　　　　　　円

主事，技師

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

6.7

副参事

　　　　　　　　　円

1.8

20 1.0

　　　　　　　　　円

527,500
参事

36

　　　　　　　　　円

　　　　　　　　　円

　　　　　　　　人

444,900

１級

7.5%

１級

7.0%
１級

6.7%

２級

14.0%
２級

13.6%

２級

11.0%

３級

14.6%
３級

14.5% ３級

11.0%

４級

20.4%
４級

20.6% ４級

26.9%

５級

14.7%
５級

15.3%

５級

15.4%

６級

19.3%

６級

19.5%
６級

19.0%

７級

6.7%

７級

6.7%
７級

7.0%

８級

1.8%

８級

1.7%
８級

1.9%

９級

1.0%

９級

1.1%
９級

1.1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

令和３年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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 (2) 国との給料表カーブ比較（行政職（一））

 (3) 昇給への人事評価の活用状況

　ロ　人事評価を活用していない

活用予定時期

標準の区分のみ（一律）

令和3年4月2日から令和4年4月1日までにおける運用 管理職員 一般職員

上位，標準の区分

　イ　人事評価を活用している

上位，標準，下位の区分 ○

○

○

昇給実績がある区分

○○

○

昇給可能な区分昇給可能な区分

標準，下位の区分

昇給実績がある区分活用している昇給区分

給

料

月

額

（百円）

昇 給

国10級

国９級

国８級

国７級

国６級

国５級

国４級

国３級

国２級

国１級 市１級

市３級

市２級

市５級

市４級

市７級

市６級

市８級

市９級
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４　職員の手当の状況

 (1)期末手当・勤勉手当

千円 千円

（2年度支給割合） （2年度支給割合） （2年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算　　　　 ５～２０％ ・ 役職加算　　　　 ５～２０％ ・ 役職加算　　　　 ５～２０％

・ 管理職加算　　１５～２２％ ・ 管理職加算　　１０～２５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

　 ○勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）

　ロ　人事評価を活用していない

活用予定時期

 (2)退職手当（令和3年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 早期・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度 月分 月分 最高限度 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～４５％加算） （２％～４５％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和２年度に退職した職員に支給された平均額です。

 (3)地域手当（令和3年4月1日現在）

千円

   円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

（※）市外に所在する市の施設などに勤務する職員を含みます。          

栃木県宇都宮市

―

○

16

　イ　人事評価を活用している

標準の成績率のみ（一律）

2.55

1.45

支給可能な成績率

○

24.586875

28.0395

47.709

47.70939.7575

6

国の制度（支給率）

39.7575

20

宇都宮市(※) 6

医師 16

支給実績（2年度決算）

上位，標準，下位の成績率

国

1.90

0.900.90

○

○

管理職員 一般職員令和３年度中における運用

47.709

1.90

20

47.709

○

1.45

2.55

0.90

47.709

支給実績がある成績率

24.586875

○

28.0395

1.902.55

33.2707533.27075

238,168

1,657

１人当たり平均支給額（2年度）

宇都宮市 国

1.45

支給実績がある成績率

757,137

20,703

19.6695

5

１人当たり平均支給額（2年度）

19.6695

上位，標準の成績率

活用している成績率

標準，下位の成績率

3,958

支給職員１人当たり平均支給年額（2年度決算）

1

支給対象地域

東京都特別区

47.709

支給可能な成績率

1,709

支給率

3,068

支給対象職員数
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 (4)特殊勤務手当（令和3年4月1日現在）

千円

　円

　％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

衛生環境試験所に勤務し、毒物、劇物及び
特定毒物又はそれらの化合物を取り扱って
水質、大気、土壌等の分析業務に従事する
職員

感染症の患者の収容、家畜伝染病の患畜の
処分その他必要な措置又は処理に従事した
とき

徴収手当

行政職

特別勤務手当

社会福祉業務手当

技能労務職

行政職

34

火災の消火、人命の救助又は救急業務の
ために現場に出動したとき
（上記に掲げる者を除く）

日額　250円

行政職

感染症等防疫手当

手当の種類（手当数）

支給職員１人当たり平均支給年額（2年度決算）

17.7

行旅病人収容手当

主な支給対象業務

120,682

保健所保健予防課に勤務する職員が、精神
障害者又は精神障害の疑いのある者の護送
その他必要な措置に従事したとき

衛生環境試験所及び保健所生活衛生課
食品衛生グループに勤務し、食品及び添
加物等の食品衛生検査に従事する職員

行政職

清掃業務手当

支給実績（2年度決算）

遺体処置手当

衛生検査手当

行政職

と畜検査手当

精神保健業務手当

狂犬病予防業務手当

ごみ減量課、ごみ収集センター若しくは清掃
工場に勤務し、又は廃棄物の収集、運搬、
処理等清掃の作業に従事したとき

3,600

職員全体に占める手当支給職員の割合（2年度）

行政職・技能労務職

保健衛生業務手当

月額　3,300円

52

左記職員に
対する支給単価

１体　6,000円

67,944

１勤務　300円
高低差10ｍ以上の足場の不安定な高所で
火災の消火又は人命の救助に従事したとき

老人福祉施設での収容者の遺体の納棺又は
行旅死亡人の収容その他の処置に従事した
とき

672

0
公園内において、ごみの収集処理又は公衆
便所の清掃作業に従事したとき

11,945

と畜の解体検査に従事する職員

16

主な支給対象職員

0

713

現場業務従事あり
　１勤務　250円

正規の勤務時間による勤務の一部又は全部が
午後10時から翌日の午前５時までにおいて
行われる業務に従事したとき

月額　10,000円

8,520

消防手当

911

消防職

6

狂犬病予防のため、犬の捕獲又は捕獲の
指揮監督業務に従事したとき

行政職

計量検査業務に従事したとき

現場業務従事ありの
救命救急士
  １勤務　400円

１勤務　200円

月額　14,000円

日額　500円

日額　150円

現場業務従事なし
　１勤務　200円

日額　900円

行政職

行政職

0

公衆保健衛生に関する事務に従事する医師

庁外で市税及び市税外収入金の徴収事務に
従事したとき

手当の名称
支給実績

(2年度決算)

と畜の細菌検査、病理検査及び理化学検査
に従事したとき

日額　300円
生活福祉課に勤務し、庁外において生活
保護に関する業務に従事したとき

日額　400円

日額　400円～4000円

日額　800円

血液、尿、生化学等の臨床検査に従事した
とき

319

7,306

15,024

0

6,945

行旅病人の収容、その他の措置に従事した
とき

１回　2,000円

1,009

日額　400円

595

行政職

行政職

0

月額　300,000円

日額　500円

52

8



千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

 (5)時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）１　 令和2年度の支給実績には、選挙事務（県知事選挙・市長選挙）・国勢調査事務に係る時間外勤務手当

　　　　　が含まれています。

　　　２　 令和元年度の支給実績には、選挙事務（県議会選挙・市議会選挙・参議院選挙）に係る時間外勤務手当

　　　　　が含まれています。

0

日額　200円

家畜伝染病患畜の収容その他必要な措置又は処
理に従事したとき

家畜伝染病防疫手当
（H29.4より追加）

職員１人当たり平均支給年額（元年度決算）

0

83

支給実績（元年度決算）

アスファルト等を使用して道路又はこれに
類する場所の舗装又は補修の作業に
従事したとき

行政職

特殊現場業務手当

行政職・技能労務職

自動車整備士の免許を有する職員が、自動車
又は原動機付自転車の運行途中における
故障、事故等に際し、道路上でこれらの整備、
修理等に従事したとき

480

道路占用工事の現場で、埋め戻し作業等の
技術指導に従事したとき

1,371,324支給実績（２年度決算）

技能労務職

431

公害防止のため、ばい煙、汚水、騒音、振動、
悪臭等が発生する場所に立ち入って行う規
制、測定若しくは検査の業務又は試料の収
集の業務に従事したとき

1,521,593

134

2

毒物劇物監視のため毒物劇物を取り扱う
場所に立ち入って試料の収集の業務に
従事したとき

岩石採取場の坑内（地下10ｍ以上で市長の
定める箇所に限る）で調査業務に従事したとき

技能労務職

特殊自動車運転手当 技能労務職 0
特殊自動車を運転し、土木等の作業に従事
したとき

0

日額　600円

日額　300円

その他
    日額　400円

日額　800円

日額　850円

日額　300円

溝渠、側溝等の補修又は清掃の作業に従事
したとき

職員１人当たり平均支給年額（２年度決算）

0

乳剤散布
    日額　800円

日額　250円

日額　400円

0

8,984
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 (6)その他の手当（令和3年4月1日現在）

27,000円以下

・交通機関利用者

住居手当

 4～ 8ｋｍ   4,700円

通勤手当

2,700円を加算
以下4kmごとに

(支給限度額55,000円)

国の
内容及び支給単価

44～48ｋｍ  31,700円

28～32ｋｍ  20,900円

・交通用具利用者

(家賃－27,000)

手　当　名 （2年度決算）制度と

円190,312

異なる内容

借
家
・
借
間

・家賃16,000円超

の異同

家賃－16,000円

※令和2年度より人事
院勧告を踏まえた制度
に見直しを実施し，経
過措置期間中です。

平均支給年額

89,536

311,987

338,132

千円

支給実績

円千円
15～20ｋｍ  10,000円

 2～ 5ｋｍ   2,000円

20～25ｋｍ  12,900円

 5～10ｋｍ   4,200円

40～45ｋｍ  24,400円

35～40ｋｍ  21,600円

60ｋｍ～     31,600円

55～60ｋｍ  29,800円

10～15ｋｍ   7,100円

(支給限度額55,000円)

 8～12ｋｍ   7,400円

24～28ｋｍ  18,200円

36～40ｋｍ  26,300円

最長通用期間の
定期券相当額

40～44ｋｍ  29,000円

16～20ｋｍ  12,800円

48～52ｋｍ  34,400円

50～55ｋｍ  28,000円

異なる

45～50ｋｍ  26,200円

249,805

30～35ｋｍ  18,700円

・交通用具利用者（国）

同じ

同じ

千円

国の制度と

円250,840

（2年度決算）

（２）配偶者以外の
     扶養親族

②その他の扶養親族
10,000円　　　　 6,500円

32～36ｋｍ  23,600円

25～30ｋｍ  15,800円

 2～ 4ｋｍ   2,000円

支給職員１人当たり

×1/2+11,000円
（支給限度額28,000円）

（１）配偶者　 　  6,500円

20～24ｋｍ  15,500円

12～16ｋｍ  10,100円

同じ

・家賃27,000円超

①子　 　　 　    10,000円

扶養手当

以上 未満以上 以下

超 以下
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同じ

（国）

１回　4,200円

(５時間未満の勤務は
50/100を乗じて得た額）

管理又は監督の地位に
ある職員に対し、その
勤務の特殊性に基づき
支給

49,500円～98,400円

円835,570千円

69,019

１回　4,800円 0

156,962

休日において、正規の
勤務時間中に勤務する
ことを命ぜられた職員
に支給

56,506

勤務１時間当たりの
        給与額×25/100

千円

219,412 千円

0

円

円

円

(５時間未満の
         勤務は2,400円）

千円異なる

同じ

勤務１時間当たりの
        給与額×135/100

管理職手当 187,168

夜間勤務手当

正規の勤務時間として
午後10時から翌日の
午前５時までの間に
勤務した職員に支給

宿日直手当

同じ

宿日直勤務を命ぜられた
職員に支給

休日勤務手当

11



５　特別職の報酬等の状況（令和3年4月1日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

（注）１　市長・副市長の給料及び報酬の（　）内は、10％の減額措置を行う前の金額です。                         
　　　２　議長・副議長・議員の給料及び報酬の（　）内は、5％の減額措置を行う前の金額です。                         
　　  ３　退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年＝48月）勤めた場合に  
         　 おける退職手当の見込額です。                                 

1,080

1,896

給料月額×在職月数×28/100×83.7/100

市 長

827,000

864,000

万円

670,000

974,000

4.45

　　（2年度支給割合）

万円

備　　　　考

市 長

副 市 長

475,000円／700,000

748,000

退
職
手
当

副 議 長

給料月額×在職月数×40/100×83.7/100

4.45

議 長

議 員

副 市 長

議 員

710,000

　　（2年度支給割合）

577,0001,180,000

800,000

760,000
円／

960,000

669,800

1,180,000

（参考）類似団体における最高／最低額

1,062,000市 長

給 料 月 額 等

円

給

料 副 市 長

584,000

区 分

期
末
手
当

円円／ 504,000

円

副 議 長

636,500

674,500
報

酬

議 長

任期毎

任期毎
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６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人
（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

（2)年齢別職員構成の状況（令和３年４月１日現在）

　

103

108

下水道

教育部門

454

122

8

121

0

16

▲ 15

1

2,262

496

▲ 1

▲ 1経済

179
一
般
行
政
部
門

▲ 1334

小　計

小　計

水道

748

議会・総務 719

258 251

122 123

3,292

その他

104

511土木（建設）

3,300

▲ 1

2,967

▲ 7

9

333

[3,340］ [3,340］

増）感染症対策に係る執行体制強化
減）保育園給食調理業務の外部委託

増）ＬＲＴ関連事業に係る体制強化
減）区画整理事業の進捗に伴う体制見直し

43.41

増）老朽配水管更新に係る体制強化
減）水道管末放水業務に係る執行体制の効率化

739

▲ 1178

主な増減理由
対前年
増減数

24

職 員 数

63.33

9

（類似団体の人口1万人当たり職員数

＜参考＞

63.79

減）新市税システム構築の終了

[0］

減）執行体制の効率化

　　　　　　　　区　　分

　部　　門 令和2年

＜参考＞

普
通
会
計
部
門

令和3年

454

合　　計

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

＜参考＞

107
減）執行体制の効率化

福祉

2,958

2,246

695

56.94

税務

計

消防部門

増）国体準備に係る体制強化
減）地区行政・地域まちづくり業務の一体的な実施

46.25

減）職員の欠員

増）埋蔵文化財発掘調査に係る体制強化
減）河内体育館等への指定管理者制度導入

（類似団体の人口1万人当たり職員数

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20歳未満 20-23 24-27 28-31 32-35 36-39 40-43 44-47 48-51 52-55 56-59 60歳以上

構成比

５年前の構成比

%
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(3)職員数の推移

（単位：人・％）

年　　度 
 部 門 別

(注) １ 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

２ 合併した団体にあっては，合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

2,958

2,2462,202

60歳56歳

過 去 5 年 間
の 増 減 数 ( 率 )

計

～

52歳

251

2,262

280 258

454

▲ 11(▲ 3.2％)

人

453

3,274

2,931

453

3,292

334

454454

40歳 48歳

3,300 20( 0.6％)

333

～

人

3,300

51歳

1(▲ 0.2％)

 31( 1.1％)

▲ 11(▲ 4.2％)

R3 年

人

～

区　分

18

一般行政 2,211

267

人

2,9672,9362,936

262

人 人

教育

20歳

H28　年

3,281

2,937

344

24歳

264

344

28歳

3,280総合計

39歳

～

43歳 59歳 以上

～

55歳35歳

～～

47歳

32歳

～

未満 27歳

20歳

～

31歳23歳

～

325

人 人人

H29　年

2,220

3,272

343 336公営企業等会計計

305

普通会計計

職員数
155

453

475

H31年

2,221

消防

人

225

H30年

271361 372

人

36歳

人人

41( 1.8％)

299403 91

44歳

R2 年

14



７　公営企業職員の状況
　(1)　水道事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

（注）　資本勘定支弁職員に係る職員給与費173,863千円を含んでいません。

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含んでいません。
      ２　職員数については、令和３年３月３１日現在の人数です。また，任期付短時間勤務職員（再任
      　用職員（短時間勤務））及び会計年度任用職員を含んでいません。
イ　 特記事項
・ 令和３年４月１日～令和４年３月３１日までの間、上下水道事業管理者の給料月額の１０％減額を行っております。

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和３年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（2年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分

（ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置
・ 役職加算　　５～２０％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（令和３年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～４５％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、令和2年度に退職した職員に支給された平均額です。

１人当たり平均支給額（2年度）１人当たり平均支給額（2年度）

19.6695 24.586875

17,396 16,310

1,599 1,480

2.55 1.90

市町村（政令指定都市除く）平均

基本給 平均月収額

43.5 354,444 532,249

市町村（政令指定都市除く）平均宇都宮市

47.7090

5,828

元年度の総費用に占職員給与費比率

Ｂ　

給　 料 期末・勤勉手当 　　　　給与費 　　B/A職員手当

28.0395

宇都宮市

　　　　　　Ａ

547,029

2年度 人

宇都宮市

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢

千円

6,045

一人当たり給与費

231,885

（参考）市町村平均

千円千円千円

区　　分 職員数

千円　

　　計　　Ｂ

　質収支

1,029,998 11.4

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

11.71,877,582

％

千円 　　　　　千円

一人当たり

％千円　

める職員給与費比率　　　　　　Ｂ／Ａ

純損益又は実 総費用に占める総費用区　　分

　　　　千円

Ａ  

2年度

160

502,816

8,779,427

47.7090

39.7575

事 業 者

0.90

47.7090

33.27075

1.45

市町村（政令指定都市除く）平均

973,68561.8

335,096

932,488153,574

45.3
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ウ　地域手当

（令和３年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

（注）                                                              （※）市外に所在する市の施設などに勤務する職員を含みます。                                  

エ　特殊勤務手当（令和３年４月１日現在）

千円

千円

千円

千円

千円

千円

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（2年度決算）
左記職員に対する支給単価

　円

手当の種類（手当数）
　％

一般行政職の制度（支給率）

6.0 148 6.0

千円

5

職員１人当たり平均支給年額（2年度決算）

水道施設の維持管理業
務

231,142

支給実績（2年度決算） 34,209

支給対象地域

停水処分収納業務

支給率 支給対象職員数

日額　400円

浄配水作業手当

行政職

行政職・技能労務職

徴収手当

手当の名称

313

職員全体に占める手当支給職員の割合（2年度）

0

10.8

支給職員１人当たり平均支給年額（2年度決算） 57,750

支給実績（2年度決算）

宇都宮市（※）

234

支給職員１人当たり平均支給年額（2年度決算）

924

給水装置等作業手当 技能労務職
給水装置等の修繕及び
休止作業

月額　2,000円

行政職・技能労務職
液体塩素の薬品受入・
切替業務

243

特別勤務手当 行政職 水質の分析業務 188 月額　3,300円

職員１人当たり平均支給年額（元年度決算） 286

42,877

0

支給実績（2年度決算）

259

庁外における水道料金,
下水道使用料等の徴収
事務業務

支給実績（元年度決算）

特殊現場業務手当

38,543

日額　250円

日額　300円

日額　300円
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カ　その他の手当（令和３年４月１日現在）

千円 87,200 円

8,952 千円 331,556 円

通勤手当

・交通機関利用者

同じ 10,900

 　満16歳到達の年度
   初めから、満22歳
   到達後最初の年度
   末までに該当する
   子がいる場合の
   加算額
   １人につき　    5,000円

（３）父母等
７級以下　6,500円
８級　　　　3,500円
９級　　　　支給しない

住居手当

借
家
・
借
間

家賃

同じ

同じ 14,903 千円 256,948 円

（２）子　　　10,000円

扶養手当

（１）配偶者
７級以下　6,500円
８級　　　　3,500円
９級　　　　支給しない

2,700円を加算

44～48ｋｍ 31,700円

 2～ 4ｋｍ   2,000円

32～36ｋｍ  23,600円

最長通用期間の
定期券相当額

12～16ｋｍ  10,100円

 4～ 8ｋｍ   4,700円

36～40ｋｍ  26,300円

(支給限度額55,000円)

40～44ｋｍ  29,000円

24～28ｋｍ  18,200円

27,000円以下

家賃－16,000円

一般行政職 一般行政職の 支給実績 支給職員１人当たり

手　当　名 内容及び支給単価 の制度 制度と異なる内容 （2年度決算） 平均支給年額

との異同 （2年度決算）

(支給限度額55,000円)

 8～12ｋｍ   7,400円

28～32ｋｍ  20,900円

×1/2+11,000円

（支給限度額28,000円）

16～20ｋｍ  12,800円

48～52ｋｍ  34,400円

以下4kmごとに

20～24ｋｍ  15,500円

・家賃27,000円超

(家賃－27,000)

・交通用具利用者

以上 以下

超 以下
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0 円

宿日直手当 同じ 0 千円 0 円

220 千円 1,606 円

夜間勤務手当 同じ 0 千円

同じ

71,600

89,000

82,000

勤務１時間当たりの
        給与額×135/100

級 手当額（円）

９級

８級

７級

休日勤務手当

休日において、正規の
勤務時間中に勤務する
ことを命ぜられた職員
に支給

管理職手当 同じ 8,214 千円 821,400 円

(５時間未満の
         勤務は2,400円）

勤務１時間当たりの
        給与額×25/100

管理又は監督の地位に
ある職員に支給

１回　4,800円

宿日直勤務を命ぜられた
職員に支給

正規の勤務時間として
午後10時から翌日の
午前５時までの間に
勤務した職員に支給

72,500

80,800

61,500

49,500

98,400
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　(2)　下水道事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

（注）　資本勘定支弁職員に係る職員給与費208,619千円を含んでいません。

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含んでいません。

      ２　職員数については、令和３年３月３１日現在の人数です。また，任期付短時間勤務職員（再任

      　用職員（短時間勤務））及び会計年度任用職員を含んでいません。

イ　 特記事項

② 職員の平均年齢，基本給及び平均月収額の状況（令和３年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円
（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　
（2年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分

（ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・ 役職加算　　５～２０％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（令和３年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～４５％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、令和2年度に退職した職員に支給された平均額です。

24.586875

宇都宮市

％

市町村（政令指定都市除く）平均

1,464

１人当たり平均支給額（2年度）

5,953
人

19.6695

530,322

　　　　　　Ａ

5,764129,766

364,516

千円 千円
299,699 100,857

43.9

事 業 者 -

2年度

区　　分 総費用 純損益又は実 総費用に占める

　質収支 職員給与費比率 元年度の総費用に占

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

2年度 　　　　千円 千円　 千円　 ％

11,940,617 122,491 522,579 4.4

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

3.6

一人当たり （参考）市町村平均

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費

　　　　　千円 千円 千円 千円

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

92

550,794

市町村（政令指定都市除く）平均 43.7 331,372 495,629

宇都宮市

-

宇都宮市 市町村（政令指定都市除く）平均

１人当たり平均支給額（2年度）

1,664

2.55 1.90

1.45 0.90

28.0395 33.27075

39.7575 47.7090

47.7090 47.7090

18,863 6,488
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ウ　地域手当

（令和３年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

（注）                                                              （※）市外に所在する市の施設などに勤務する職員を含みます。                                  

エ　特殊勤務手当（令和３年４月１日現在）

千円

千円

千円

千円

千円

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

6.0

一般行政職の制度（支給率）

庁外における水道料金,
下水道使用料等の徴収
事務業務

0 日額　250円

千円

支給職員１人当たり平均支給年額（2年度決算） 31,250 　円

支給実績（2年度決算） 18,669

支給職員１人当たり平均支給年額（2年度決算） 233,363

支給対象地域 支給率 支給対象職員数

宇都宮市（※） 6.0 80

職員全体に占める手当支給職員の割合（2年度） 5.0 　％

支給実績（2年度決算） 125

手当の種類（手当数） 3

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（2年度決算）
左記職員に対する支給単価

特殊現場業務手当 行政職・技能労務職

公害防止のための測定
業務等

9 日額　300円

公共下水管渠工事検査
業務等

0 日額　350円

支給職員１人当たり平均支給年額（元年度決算） 418

0 日額　800円

停水処分収納業務 118 日額　400円

27,775

行政職

汚水・雨水管きょ清掃業
務等

支給実績（2年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（2年度決算） 380

支給実績（元年度決算） 32,200

技能労務職

徴収手当

特別勤務手当
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カ　その他の手当（令和３年４月１日現在）

同じ 7,408 千円

12～16ｋｍ  10,100円

（２）子　　　10,000円

（１）配偶者
７級以下　6,500円
８級　　　　3,500円
９級　　　　支給しない

32～36ｋｍ  23,600円

217,882扶養手当 円

 　満16歳到達の年度
   初めから、満22歳
   到達後最初の年度
   末までに該当する
   子がいる場合の
   加算額
   １人につき　    5,000円
（３）父母等
７級以下　6,500円
８級　　　　3,500円
９級　　　　支給しない

36～40ｋｍ  26,300円

44～48ｋｍ 31,700円

331,056 円

83,800 円

以下4kmごとに

住居手当

・家賃16,000円超

同じ 5,959 千円

通勤手当

・交通機関利用者

同じ 5,447 千円

最長通用期間の
定期券相当額

40～44ｋｍ  29,000円

48～52ｋｍ  34,400円

2,700円を加算

20～24ｋｍ  15,500円

借
家
・
借
間

一般行政職 一般行政職の 支給実績 支給職員１人当たり

手　当　名 内容及び支給単価 の制度 制度と異なる内容 （2年度決算） 平均支給年額

との異同 （2年度決算）

27,000円以下

家賃－16,000円

・家賃27,000円超

(家賃－27,000)

×1/2+11,000円

（支給限度額28,000円）

16～20ｋｍ  12,800円

28～32ｋｍ  20,900円

(支給限度額55,000円)

・交通用具利用者

 2～ 4ｋｍ   2,000円

 4～ 8ｋｍ   4,700円

 8～12ｋｍ   7,400円

(支給限度額55,000円)

24～28ｋｍ  18,200円

超 以下

以上 以下以上 以下
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円

4,031 千円

７級

806,200 円

級 手当額（円）

９級

８級

休日勤務手当

休日において、正規の
勤務時間中に勤務する
ことを命ぜられた職員
に支給

同じ 26

61,500

49,500

勤務１時間当たりの
        給与額×135/100

管理職手当 同じ

千円 356 円

夜間勤務手当 同じ 0 千円 0 円

管理又は監督の地位に
ある職員に支給

0

正規の勤務時間として
午後10時から翌日の
午前５時までの間に
勤務した職員に支給

(５時間未満の
         勤務は2,400円）

98,400

89,000

82,000

80,800

72,500

71,600

千円 0

宿日直勤務を命ぜられた
職員に支給

１回　4,800円

勤務１時間当たりの
        給与額×25/100

宿日直手当 同じ
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